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来賓の秋山もえ県会議員 

 

 

 

 

 

 

 埼玉社保協が主催して国保問題学習会を8月22日に埼玉

会館で開催しました。マスク着用など新型コロナウイルスの感

染防止を図りながら、当日は会場に29人、Zoomによる視聴を

6人、計9団体8地域から 35人が参加されました。学習会は

神奈川県職労連の神田敏史氏による講演、質疑と埼玉社保

協からの報告が行われました。 

 神田氏の講演は「国保の都道府

県化の到達と今後の運動の課題」と

題して、埼玉県の国保運営方針改

定案を中心にすえて問題点をお話

ししていただきました。 

 はじめに、国保の都道府県化の

際に全国知事会は「1 兆円規模の

財政支援」を求めてきたことは周

知の事実ですが、この1兆円の試算は地方側ではなく厚労省

が試算していたことを報告されました。これが伝えられたのは

2014年 1月頃で、協会けんぽ並みの保険料負担にする場合

の国保の保険料との格差を算出しています。「2009 年度 1.2

兆円、2010年度1.08兆円、2011年度

1.06兆円、2012年度 0.98 兆円(速報

値)」との報告が地方側に伝えられて

いました。これにより全国知事会は「1

兆円」の要求につながりました。 

 そもそも、国保に対する地方側の意

見は「介護保険制度スタートの時期か

ら」積極的に提案が開始されていました。2000 年の全国知事

会で「国保制度を他の医療保険と全国レベルで一元化」する

ことをもとめ、2001 年には全国市長会、町村長会、国保中央

会が国保と被用者保険の区別を廃止して医療保険の一本化

を要請しています。背景にあるのは、毎年増加する医療費水

準の維持と国保の保険税(料)負担の増大があり、今日におい

ても解決していない課題です。 

 こうした国保の構造的問題の解決に向けた地方側の要求を、

結局安倍政権は「3400 憶円の財政支援」で決着させます。し

かし 2015 年 2 月の厚労大臣と地方側の合意では「国民皆保

険を支える国保の安定化は重要課題」「子どもの均等割負担

軽減措置の導入」「医療保険制度間の公平」のための措置を

講ずるとしています。つまり国保と協会けんぽとの保険税(料)

の格差をなくして公平にする方向については一致しているの

です。問題は財政支援を渋る安倍政権にあるのです。「1 兆

円の財政支援」を実現して、「協会けんぽなみの保険税（料）」 

にすることで「払える保険税（料）」をめざすことが当面の運動

目標であることを再確認しました。 

 

埼玉県国保運営方針第2期案、県民コメント実施 

国保の都道府県化は2018年度にスタートし、県が策定して

国保運営方針は来年度から第2期目になります。第1期の方

針を策定した時と同じように、今回第2期の方針を策定するに

あたり「県民コメント(パブコメ)を実施することになりました。方

針内容を大きく変更しないので あれば県民コメントは実施し

ません。つまり、それだけ基本的内容にかかわる重要な変更

を行おうとしているのです。コロナ禍にある現在、これは賢明

な判断でしょうか。 

 国は「骨太方針2019」で国保の統一化や法定外繰入額の解

消を方針にし、厚労省は国保運営方針改定にあたってのガイ

ドラインでこれらの問題の検討を求めています。これを受けて

埼玉県は「市町村からの要望もあり」統一保険税をめざすこと、

法定外繰入の解消、赤字解消計画の確実な実施を第 2 期方

針で具体化しようとしています。 

 講演ではコロナの感染拡大による影響について、国保世帯

や国保財政の面でも深刻であり数年後まで影響が続くことが

予想されるではないかと指摘されました。また、国が「1 兆円

規模の財政支援」を行わない限り、赤字解消は＝保険税水準

の激変＝大幅な負担増になります。この影響に対する認識や

激変緩和などの配慮が求められます。そして、統一保険税率

をめざすことについては、県民に対してメリットとデメリットを明

らかにすることは当然必要なことではないかと指摘されました。

そして、市町村からの意見も同時に求めることになっているこ

とを指摘されました。 

 私たちは、県への意見提出とともに、市町村へのはたらきか

けも重要ということです。保険税が激変しないように、協会け

んぽのような水準にして「払える保険税水準」となるよう国保税

の引き下げは急務です。そのための国からの財政支援を実

現させなければならないことを改めて確認した学習会となりま

した。 

 

県民コメントにとりくみましょう 

 学習会は講演後の 4人の方からの質問に答えていただき、

最後に埼玉社保協事務局長の川嶋より報告を行い、埼玉県

に対する国保運営方針第 2 期案に対する県民コメントに取り

組むことを行動提起させていただきました。 

埼玉県国保医療課ホームページを参照してください。 
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コロナ禍の影響が深刻 
 

国保を改善しよう 
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ＰＣＲ等検査体制拡充、 

コロナ感染対策強化を県へ要請 

 

 

 埼玉社保協は 8 月

25 日、埼玉県に対し

て新型コロナウイルス

の感染を防ぐためＰＣ

Ｒ等検査体制の抜本

的強化を求める要望

書を提出しました。こ

れには埼玉土建の段和志さんと埼玉社保協の事務局が参

加しました。 

 8 月に入り猛暑が続く毎日でしたが感染が再び拡大して

います。インフルエンザのように推移すると予想しましたが、

世界的な規模でも感染拡大が続いています。このようなこ

とから、今回は特に検査体制の強化に絞った要請を行い

ました。 

 要請書は、感染拡大を防ぐためにも検査体制の拡充は

重要な課題であり、そのためには保健所体制の拡充は急

務であり体制強化を要請しました。学校や保育所など地域

の実情に即した感染防止のための保健衛生に係わる市町

村の保健センターも重要な存在です。県に対して市町村

の保健センターとの連携や支援の強化を要望しました。 

 また、陽性者が発生した事業所等の関係者全員の検査

を実施する「感染震源地(エピセンター)のＰＣＲ等検査」を

迅速に実施についても要望しています。 

 これらの実施させるためにも、国の財政支援が必要です。

今後の感染拡大を最も警戒しなければならない秋・冬の時

期に備えた対策のためにも、十分な予算措置が必要です。

財政支援を強化するよう国に要請するよう要望しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルスについて市と懇談 

                              白岡市社保協 

 

8月 25日（火）に白岡市と懇談を行い、新型コロナウイ

ルスにかかわる要望書を提出してきました。 

参加者は細井宣雄会長、山﨑一副会長、会員の戸田

武治氏、三宅平事務局長 関口昌男議員、山﨑巨裕議員

の 6名です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要請項目 

１．県民の命と健康、仕事を守るために、新型コロナウイルスの

感染防止、感染の連鎖を打ち切るために、検査体制を抜本的に

強化してください。 

２．感染震源地(エピセンター)のＰＣＲ等検査を迅速に実施してく

ださい。特に、医療機関、介護施設、障害者施設、学校、保育所

などで職員全員への検査、入所予定者への検査を実施するとと

もに、継続的に行ってください。 

３．保健所の体制を強化してください。保健所と市町村保健セン

ターとの連携と支援を強め、地域の実情にそった感染防止対策

を強化してください。 

４．感染拡大が懸念される今後の秋・冬の時期に備え、検査体制

拡充に必要な費用等の予算を抜本的に強化するよう国に対して

要請してください。 
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第６期埼玉県障害者支援計画の 

策定に向けて           ― 障埼連 -- 

 

県の第5期障害者支援計画は今年度で終わり、来年度

から第6期計画が始まります。具体的には諮問機関「埼

玉県障害者施策推進協議会」の議論を経て策定されるも

のですが、先日、県は各障害者団体から第６期計画につ

いてのリアリングを行ないました。施策の体系は、①理

解と権利、②地域生活と社会参加、③就労、④共に学ぶ

教育、⑤安心安全な環境の柱に２６３項目の施策が記載

されています。 

国は、障害者総合支援法（旧障害者自立支援法）の推

進計画ですが、県はプラス障害者

基本法による推進計画が合わさっ

たもので障害者関連施策全体含ま

れているという違いがあり、県の

場合は全障害者施策の計画になり

ます。例えば所得保障といえば、

国では障害者基礎年金や、特別障

害者手当があり、県では在宅重度心身障害者手当があり

ます。県の計画には一切記載されていません。もう一つ

は、新しい課題として新型コロナウイルス問題です。こ

の課題は、公衆衛生の項目を立て、リスクが大きい障害

者への対策を位置づける必要があります。 

さらには重点として、差別と偏見をなくし共生社会を

築いていくため課題です。障害者権利条約後の、差別解

消法、虐待防止法等々、制度的には整いつつありますが、

津久井やまゆり園事件、旧優生保護法による強制不妊手

術問題、中央官庁の障害者雇用の水増し問題、政治家に

よる差別発言等が続いています。障害者の暮らしの場で

は、入所支援施設等が足りず、親家族に負担を押しつけ

ている現状です。地元には住めず、他市町村や遠く県外

に住まざるを得ない状況を解消していく計画が必要で

す。れいわ新撰組の重度障害者が当選したことで国会内

のバリアフリー化や支援者付き活動が進んだが、これは

国会内や議員に留まるものでなく、一般の重度障害者の

生活にも反映されるべき課題です。また特別支援学校に

は、整備基準がない中で、教室不足のため特別教室をつ

ぶし、カーテンで区切って教室で、歌も歌えず楽器も使

えない音楽の授業や、跳んだり跳ねたりしない静かな体

育の授業は、差別そのものです。その他、言い尽くせな

い課題の中で、きょうされんや障埼連から出席している

委員が奮闘中です。 

 

（障害者の生活と権利を守る連合会 

 副会長 國松 公造） 

 
 

 

 

コロナ禍で介護事業所の過半数が減収 

全日本民医連が全国調査 

 

 埼玉など全国の病院や診療所、介護事業所などに加盟

すめ事業所がある全日本民医連は、7 月 29 日に介護事

業所の実態報告の結果を発表しました。調査結果による

と新型コロナウイルス感染症のもとで 4 月分の介護収

益が減少した事業所が過半数を超えていました。調査は

6月実施され76法人が回答しています。 

介護収益が過半数を超える 53％の法人で減収となって

います。収益の減収と同時に、衛生用品・感染防護具の

購入など感染対策に伴う諸経費が増大しており、経営全

体を圧迫しており、経常利益率は全体で前年比 15.1％

のマイナスとなっています。減収割合が 10％未満の事

業所が43％、10％～20％未満が7.9％で、居宅サービス

と居宅介護支援の事業所の減収幅が大きくなっていま

す。通所リハビリでも利用延べ件数が 14.5％減少して

います。「3 割以上」の減収となったところが過半数

（55.2％）を占めています。訪問介護では、コロナ以前

から深刻化していたヘルパー体制の厳しさ（不足と高齢

化）がコロナ禍のもとで改めて浮き彫りになりました。 

衛生材料・感染防護具が不足

している現状も明らかになりま

した。消毒用アルコールの不足

を多くの法人が共通して指摘し

ています。ガウン、フェイスシ

ールド、ゴーグルについては、

多数の法人が不足していると回

答しています。今後「第2波」に備えて必要な資材を備

蓄しておくことは現状では困難との声も寄せられてい

ます。 

利用者・家族への影響では、利用控えによる状態の悪

化、ADLや意欲の低下、認知症の進行などの事態が生じ

ています。家族の介護負担が増えることで虐待が懸念さ

れるとの声もありました。自粛による休業・失業によっ

て世帯の収入が減少し、利用料の支払いに支障を来して

いるケースも発生しています。 

政府に対しては、物資の安定的な供給、感染対策の強

化、事業所の減収補填、介護従事者など多数の要望のほ

か、6月から開始されている通所系サービス等での報酬

の割増し請求に対する批判的な意見が多数寄せられ、抜

本的な改善を求めています。 

 

（埼玉県民主医療機関連合会事務局次長 保土田  毅） 
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年金引き下げ違憲訴訟第16回口頭弁論 

怒り、涙ありの原告証言  

８人が証言台に立つ 
 

原告61人がさいたま地

裁へ提訴して４年あまり、

７月８日に行われた第 16

回口頭弁論は一番大きな

山場となるもので、８人が

証言し、年金がいかに重

要なものか、年金を減額

した国の政策が誤りであ

るかを、生活の実態の中から告発しました。 

総論立証には藤田孝典さんと斎藤健さん、個別立証には伊

藤千恵子さん、土井清さん、松原十朗さん、加藤益雄さん、橋

本澄三さん、杉君子さんの６人の原告が証言台にたちまし

た。 

それぞれ歩んできた人生を語りながら、年金で生活を支え

る苦労を述べ、年金削減の非人道性を明らかにしました。証

言を引き出す弁護人と原告が共同で創り出した怒りあり、涙あ

り、笑いありのドラマが語られ、傍聴者に感動を与えるものと

なりました。 

 法廷の外では、各地から駆け付けた組合員等１３２名が浦和

駅東口で宣伝行動・さいたま共済会館で裁判学習会を行いま

した。 

 伊藤稔埼労連議長、笹井敏子生健会会長から連帯の挨拶

がありました。 

 以下証言台に立った方々の発言要旨を抜粋してご紹介しま

す。 

原告の証言で裁判官の心を揺り動かす 

年金削減は若者の生き方をも束縛  藤田孝典さん 

最初に証言台に立っ

た聖学院大学客員准教

授・ＮＰＯ法人ほっとプ

ラス理事の藤田孝典さ

んは初めに、自身が長

年かかわってきたＮＰ

Ｏ法人に相談に来る高

齢者の多くは「生存の

ために働き続けている」という実態を数字で挙げて示しました。

その上で「社会保障が整備されていない国ほど、高齢者の就

業率が上昇する傾向にある」とし、ぎりぎりの生活をしている

高齢者の年金を引き下げることは「下流老人」を増やすことに

なると指摘しました。 

 藤田氏はさらに「年金制度は、老親に対する若者世代から

の支援という意味合いがあるが、年金制度があることで、若者

は親を扶養・扶助することから解放されて、自由な生き方を選

択することができる。年金削減は若者の生き方を束縛すること

になる」と国側の最大の言い分である「世代間の不公平論」を

厳しく批判しました。 

 また「年金だけでは生活できない実態」の中で、社会保障の

制度設計が急務であると強調しました。 

 

生活安定のため最低保障年金制度を  

二人目は前県本部委員長の斎藤健さん。 

 初めに代理人の弁護士から年金者組合の誕生のいきさつ

や年金者組合にどうかかわってきたのか問われました。 

 斎藤さんは、年金者組合は１９８９年にヨーロッパの年金事

情視察を機に、健康で楽しい高齢期をつくりだすこと、文化的

な生活が送れるよう年金・医療・介護・福祉など社会保障制度

を拡充することを目的として誕生したこと、教員退職後に年金

者組合とかかわり、県本部委員長を８期、中央本部副委員長

を３期務めてきましたと答えました。 

 さらに、「なぜ裁判に訴えたのか」と問われ、「年金で生活で

きる制度」を求め活動してきたが、マクロ経済スライドによる年

金引き下げが許せなかったことをあげ、憲法25条に規定され

ている「健康で文化的な生活」を営むことができるためには最

低保障年金制度は欠かせないと裁判長に訴えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 (「ねんきん埼玉」より) 

次回、第１７回最終口頭弁論は 

１０月２８日(水)１１時３０分 さいたま地裁              

  

全日本年金者組合埼玉県本部 書記長 老田 靖雄  

 

生活安定のための年金制度を  松原十朗さん 

 自分の年金で自分だけが生きているのではない。私の 10

人の兄弟すべてが年金生活者。その子どもたちも年金生活世

代を迎えつつある。お互いに足りないところを補い合いながら

生きている。生活費を切り詰めさせる政治はあってはならな

い。生活安定のための年金制度は経済大国の日本で、税制を

変えればできる。 

 

お茶のみに参加できる年金を   伊藤千恵子さん 

二人の息子の援助を受け何とか暮らしを立てることができて

いたが、息子の家庭の状況から援助も滞りがちになっている。

お茶のみ会に誘われても断っている。現役時代の賃金の低さ

がそのまま年金生活に反映されてしまっている。息子たちの

世代の年金制度も心配している。今は年金者組合に入って前

向きに生活している。 

 

年金削減だけはNOが高齢者の声  土井 清さん 

県下の年金者組合員からアンケートをとった。収入は月 15

万円以下が 4 割を占める。支出では保険料(国保・介護)や医

療費の負担が重いことが分かった。健康面で心配する高齢者

も 80％にのぼった。 

 年金生活者にとって老後の心配は際限がない。「年金だ

けは減らしてくれるな」が最も切実な大きな願いである。 

 

 



                        埼玉のくらしと社会保障 2020年９月 293号 

5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


